
　

世
界
デ
ジ
タ
ル
競
争
力
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
い
て
、

日
本
の
順
位
が
毎
年
下
落
の
一
途
を
辿
る
な
ど

（
注
１
）、

我

が
国
の
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン

（
Ｄ
Ｘ
）の
遅
れ
に
歯
止
め
が
か
か
ら
な
い
。
こ
う
し

た
中
、
政
府
・
経
済
界
の
危
機
感
や
焦
燥
感
、
さ
ら

に
は
経
団
連
の
要
望

（
注
２
）も
受
け
る
形
で
、
２
０
２
１
年

11
月
、
デ
ジ
タ
ル
臨
時
行
政
調
査
会（
以
下
、
デ
ジ

タ
ル
臨
調
）が
発
足
し
、
私
も
有
識
者
の
一
員
と
し

て
議
論
に
参
加
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

岸
田
文
雄
首
相
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
も
と
、
デ

ジ
タ
ル
臨
調
は
、
デ
ジ
タ
ル
改
革
・
規
制
改
革
・
行

政
改
革
に
係
る
横
断
的
課
題
を
一
体
的
に
検
討
・
実

行
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
構
造
改
革
の
た
め
の
基

本
原
則
と
し
て
「
デ
ジ
タ
ル
原
則

（
注
３
）」

を
策
定
し
た
。

こ
れ
を
踏
ま
え
、
デ
ジ
タ
ル
臨
調
で
は
、
４
万
以
上

の
法
令
・
通
達
等
や
２
万
以
上
の
行
政
手
続
き
に
つ

い
て
、
同
原
則
に
適
合
し
て
い
る
か
否
か
総
点
検
す

る
な
ど
、
規
制
の
横
断
的
な
見
直
し
を
進
め
て
い
る
。

さ
る
３
月
30
日
に
開
催
さ
れ
た
第
３
回
デ
ジ
タ
ル
臨

調
に
お
い
て
、
岸
田
首
相
は
「
５
月
に
一
括
見
直
し

プ
ラ
ン
を
取
り
ま
と
め
、
今
後
３
年
間
で
政
府
一
丸

と
な
っ
て
、
デ
ジ
タ
ル
原
則
に
沿
っ
た
規
制
の
一
括

見
直
し
を
や
り
遂
げ
る
」
決
意
を
表
明
さ
れ
た
。

　

こ
う
し
た
改
革
を
全
面
的
に
後
押
し
す
べ
く
、
経

会
長

十とくら
倉
雅まさか

ず和

S
ociety 5

.0

の
扉
を
開
く

─
デ
ジ
タ
ル
臨
時
行
政
調
査
会
に
対
す
る
提
言

団
連
で
は
、
Ｄ
Ｘ
の
障
壁
と
な
っ
て
い
る
課
題
等
を

洗
い
出
す
た
め
、
全
会
員
を
対
象
に
「
デ
ジ
タ
ル
社

会
の
実
現
に
向
け
た
ア
ン
ケ
ー
ト
」（
２
０
２
１
年

12
月
～
２
０
２
２
年
１
月
）を
実
施
。
そ
の
結
果
を

ベ
ー
ス
に
、
提
言
「Society 5.0

の
扉
を
開
く
」
を

取
り
ま
と
め
、４
月
12
日
に
公
表
し
た
。１
７
９
社
・

団
体
か
ら
寄
せ
ら
れ
た
計
７
８
０
件
の
ア
ン
ケ
ー
ト

回
答
の
う
ち
、
電
子
化
・
電
子
的
手
続
き
の
改
善
要

望
は
３
０
０
件
と
最
多
で
あ
っ
た
。
地
方
公
共
団
体

や
民
間
取
引
の
慣
習
を
含
め
、
書
面
・
押
印
規
制
が

依
然
と
し
て
各
所
に
残
る
実
態
が
浮
き
彫
り
に
な
っ

た
と
い
え
る
。
以
下
、
提
言
の
概
要
を
紹
介
し
た
い
。

提
　
言
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た
な
し
の
最
重
要
課
題
で
あ
る
。
デ
ジ
タ
ル
を
導
入

で
き
な
い
「
例
外
」
に
は
、
す
べ
か
ら
く
説
明
責
任

が
求
め
ら
れ
る
。
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
を
導
入

し
、
所
管
省
庁
が
挙
証
責
任
を
負
っ
て
説
明
す
る
仕

組
み
を
構
築
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。

　

Society 5.0

の
実
現
の
た
め
に
は
、
国
か
ら
地

方
に
対
し
技
術
的
助
言
に
と
ど
ま
ら
な
い
強
力
な
措

置
を
講
じ
、
あ
ら
ゆ
る
地
方
公
共
団
体
で
改
革
を
推

し
進
め
る
必
要
が
あ
る
。
民
間
慣
行
が
Ｄ
Ｘ
を
阻
害

し
て
い
る
よ
う
な
ケ
ー
ス
が
あ
れ
ば
、
経
団
連
と
し

て
も
業
界
団
体
等
と
緊
密
に
連
携
し
、
Ｄ
Ｘ
推
進
を

強
力
に
呼
び
掛
け
て
い
く
。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
２

　
�

新
た
な
制
度
・
イ
ン
フ
ラ
の
整
備（
過
渡
期
）

　

日
々
目
ま
ぐ
る
し
く
進
歩
す
る
技
術
に
、
法
・
規

制
が
追
い
付
く
こ
と
は
あ
り
得
な
い
。
こ
の
た
め
、

先
端
技
術
に
関
す
る
安
全
基
準
等
の
制
度
を
早
期
に

整
備
す
る
と
と
も
に
、
ゴ
ー
ル
ベ
ー
ス
規
制

（
注
４
）へ
の
転

換
に
着
手
す
べ
き
で
あ
る
。

　

ま
た
、行
政
は
も
と
よ
り
、医
療
・
教
育
・
イ
ン
フ

ラ
・
環
境
等
の
分
野
に
つ
い
て
、デ
ー
タ
の
集
積
・
公

開
に
向
け
た
環
境
整
備
が
急
務
と
な
る
。
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
は
個
人
を
起
点
と
す
る
デ
ー
タ
連
携
の
カ
ギ
で

あ
る
た
め
、特
定
個
人
情
報
を
撤
廃
し
、ヘ
ル
ス
ケ
ア

や
教
育
、
税
、
社
会
保
障
等
様
々
な
デ
ー
タ
の
連
携

Society 5.0

の
実
現
に
向
け
た 
３
つ
の
ス
テ
ッ
プ

　

デ
ジ
タ
ル
臨
調
の
最
大
の
使
命
は
、
今
後
３
年
間

（
２
０
２
２
～
２
０
２
５
年
）の
集
中
改
革
期
間
に
お

い
て
、日
本
の
経
済
社
会
全
体
の
仕
組
み
を
根
本
的
に

変
革
し
、デ
ジ
タ
ル
ベ
ー
ス
へ
の
転
換
を
完
遂
す
る
こ

と
に
あ
る
。デ
ジ
タ
ル
臨
調
が
定
め
る
３
年
間
の
集
中

改
革
期
間
を
終
え
た
２
０
２
５
年
は
、「Society 5.0

を
実
感
で
き
る
新
た
な
時
代
に
到
達
し
た
」
こ
と
を

誰
も
が
確
信
で
き
る
社
会
で
な
く
て
は
な
ら
な
い
。

こ
の
集
中
改
革
期
間
は
、
日
本
がSociety 5.0
へ
と

転
換
す
る
最
大
に
し
て
最
後
の
チ
ャ
ン
ス
と
言
っ
て

も
過
言
で
は
な
い
。

　

デ
ジ
タ
ル
原
則
を
社
会
の
隅
々
ま
で
徹
底
し
、

Society 5.0

の
土
台
を
築
く
観
点
か
ら
、
集
中
改
革

期
間
に
必
要
な
３
つ
の
ス
テ
ッ
プ
を
以
下
に
示
す
。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１

　

 

既
存
規
制
の
総
点
検
と
デ
ジ
タ
ル
一
括
改
正（
始
動
）

　

ま
ず
は
、Society 5.0

に
そ
ぐ
わ
な
い
規
制
を

変
革
し
、
利
用
者
目
線
で
Ｂ
Ｐ
Ｒ（
業
務
改
革
）を
断

行
し
た
う
え
で
、
国
・
地
方
の
行
政
手
続
き
や
民
間

取
引
等
に
お
い
て
途
中
で
紙
が
１
枚
も
入
ら
な
い
、

真
の
「
デ
ジ
タ
ル
完
結
」
を
実
現
す
る
こ
と
が
待
っ

と
有
効
活
用
に
向
け
た
制
度
を
整
え
る
必
要
が
あ
る
。

Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
３

　

�

デ
ジ
タ
ル
前
提
の
体
制
構
築（S

ociety�5.0

の

土
台
の
概
成
）

　

技
術
が
日
々
進
歩
し
続
け
る
中
で
、
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１

～
２
で
実
現
し
た
規
制
・
制
度
改
革
が
決
し
て
前
時

代
的
な
も
の
と
な
ら
な
い
よ
う
、
行
政
が
自
律
的
に

社
会
の
進
展
に
対
応
で
き
る
仕
掛
け
を
ビ
ル
ト
イ
ン

す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
今
後
制
定
・
改
正
す
る

あ
ら
ゆ
る
法
規
制
が
デ
ジ
タ
ル
原
則
に
適
合
し
て
い

る
か
、
事
前
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
仕
組
み
の
構
築（
例　

デ
ジ
タ
ル
法
制
局
の
設
置
等
）が
不
可
欠
と
な
る
。

そ
の
先
に
あ
るSociety 5.0

へ

　

世
界
の
Ｄ
Ｘ
か
ら
20
年
以
上
後
れ
を
取
っ
た
日
本

に
と
っ
て
、
デ
ジ
タ
ル
臨
調
の
も
と
で
の
３
年
間
の

改
革
は
、Society 5.0

の
扉
を
開
く
一
里
塚
に
す

ぎ
な
い
。
こ
れ
か
ら
先
、
仮
想
空
間
や
Ａ
Ｉ
予
測
の

精
緻
化
、
ゲ
ノ
ム
解
析
等
、
世
界
で
は
新
技
術
が
絶

え
間
な
く
台
頭
す
る
。
集
中
改
革
期
間
の
後
も
、

我
々
は
決
し
て
歩
み
を
止
め
て
は
な
ら
な
い
。

　

提
言
で
は
、以
上
の
総
論
に
続
く
各
論
と
し
て
、ア

ン
ケ
ー
ト
で
寄
せ
ら
れ
た
具
体
的
要
望
を
政
府
の
デ

ジ
タ
ル
５
原
則
に
沿
っ
て
87
項
目
に
整
理
し
て
い
る
。
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世
界
を
劇
的
に
変
容
さ
せ
た
コ
ロ
ナ
禍
を
も
っ
て

し
て
も
、
日
本
社
会
を
根
本
か
ら
転
換
さ
せ
る
こ
と

は
か
な
わ
な
か
っ
た
。
世
界
最
先
端
の
Ｉ
Ｔ
国
家
を

目
指
し
な
が
ら
頓
挫
し
た
過
去
20
年
余
の
失
敗
を
繰

り
返
す
余
裕
は
、
今
の
日
本
に
は
残
さ
れ
て
い
な
い
。

今
度
こ
そ
経
済
社
会
全
体
の
変
革
を
成
し
遂
げ
る
べ

く
、
政
府
に
対
し
「
規
制
一
括
見
直
し
プ
ラ
ン
」
に

本
提
言
の
内
容
を
盛
り
込
む
と
と
も
に
、
そ
の
実
現

に
全
力
を
傾
注
す
る
こ
と
を
求
め
た
い
。
経
団
連
と

し
て
も
、
デ
ジ
タ
ル
臨
調
に
よ
る
改
革
を
全
力
で
後

押
し
し
て
い
く
決
意
で
あ
る
。

︵
注
₁
︶国
際
経
営
開
発
研
究
所（
Ｉ
Ｍ
Ｄ
）が
毎
年
公
表
す
る
デ
ジ
タ
ル

競
争
力
ラ
ン
キ
ン
グ
に
お
い
て
、
日
本
の
順
位
は
23
位
（
2
0

1
9
年
）⇒
27
位（
2
0
2
0
年
）⇒
28
位（
2
0
2
1
年
）と
低

下
傾
向

︵
注
₂
︶例
え
ば
、
経
団
連
：
夏
季
フ
ォ
ー
ラ
ム
2
0
2
1
総
括
提
言

（https://w
w
w
.keidanren.or.jp/policy/2021/081.htm

l

）等

︵
注
₃
︶デ
ジ
タ
ル
原
則
：
第
2
回
デ
ジ
タ
ル
臨
調
（
2
0
2
1
年
12
月

22
日
）に
お
い
て
策
定
さ
れ
た
5
原
則（
①
デ
ジ
タ
ル
完
結
・
自

動
化
原
則
、
②
ア
ジ
ャ
イ
ル
ガ
バ
ナ
ン
ス
原
則
、
③
官
民
連
携

原
則
、
④
相
互
運
用
性
確
保
原
則
、
⑤
共
通
基
盤
利
用
原
則
）

︵
注
₄
︶ゴ
ー
ル
ベ
ー
ス
規
制
：
規
制
の
対
象
を
事
前
に
細
か
く
規
定
す

る
の
で
は
な
く
、
最
終
的
に
達
成
し
た
い
ゴ
ー
ル
を
規
定
す
る

方
法
。
技
術
の
活
用
や
政
策
決
定
等
を
柔
軟
か
つ
機
動
的
に
行

え
る
の
が
利
点

図表２　集中改革期間に必要な３つのステップ

既存規制の総点検とデジタル一括改正
・Society 5.0にそぐわない規制を変革
・あらゆる手続きにおいて途中で紙が１枚も入らない
真の「デジタル完結」を実現

新たな制度・インフラの整備
・先端技術に関する安全基準等の
制度整備
・準公共分野のデータ集積・公開
・マイナンバー等を起点とするデータ連携
・利用者目線での行政サービスIDの導入

デジタル前提の体制構築
・行政が先端技術に自律的に
対応できる仕掛けをビルトイン

（ゴールベース規制への転換、
デジタル法制局の設置、監視機関の
検討等）

具体的な工程として、
以下のSTEP１～STEP３を
全分野で実施することが必要

図表３　デジタル原則とSociety�5.0

Society 5.0の実現

同業種 異業種

自治体国

多様な
主体による

価値の
協創

デジタル原則

スタート
アップ

アカデミア

図表１　デジタル原則に沿った経団連の具体的要望

政府の「デジタル原則」 経団連の具体的要望

① デジタル完結･
自動化原則

書面・目視等の義務付けの見直し、
行政内部を含めた
デジタル対応の実現 等

行政・民間を含めた手続きの電子化
常駐・専任・目視規制の見直し

② アジャイル
ガバナンス原則

リスクベースで性能等の規定、
データに基づくEBPMの徹底 等

手法・基準・資格者要件等の見直し
　例： 製品審査等における技術基準、

非防爆機器の持込規制の見直し
新たな技術に対応した制度整備
　例： ローカル5G､ドローン､ロボット等

無人化技術に関する制度整備

③官民連携原則
公共サービス提供において
ベンチャーなど民間の力を
最大化する新たな官民連携の実現 等

公共・準公共データ基盤の整備・API公開
　例： 法制度を網羅したデータベース、

建物・地下空間データの集積・公開

④ 相互運用性確保
原則

国・地方公共団体や準公共といった
主体・分野間のばらつきの解消、
システム間相互運用の確保 等

データ利活用に向けたデータベース等の整備
地方公共団体間のルールの整合性確保
イコールフッティングの確保

⑤ 共通基盤利用
原則

官民で広くデジタル共通基盤の利用、
調達仕様の標準化・共通化の推進 等

ベースレジストリの参照・利用の徹底
　例： マイナンバーの徹底活用による

ワンストップ･ワンスオンリーの実現
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